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Ⅰ　日米の技術力：ソニーとアップル

21 世紀に入り，何故米国のアップル社は日

本のソニーよりも斬新的な商品を次々に世に紹

介し，経営業績を上げてきたのだろうか。勿

論，さほど成功しなかった新製品もあるが，

iPod（2001），iPhone（2007），そして iPad（2010）

と画期的な商品を世界的な標準にしていった。

20 世紀後半はソニーが世界的な商品を数々と

世に出していたことは私達の記憶に残ってい

る。ソニーが手がけた商品には，カセットプレ

イヤー，Walkman，CD プレイヤー，DVD プ

レイヤー，Blu-ray disc，PlayStation と枚挙に

暇がなかった時代である。ソニーは技術力で知

られていた。勿論，アップルも技術力で知られ

ている。

現在，一般的にはアップルのほうがソニーよ

りもはるかに技術力があるように思われている

のではないだろうか。米国の市場の大きさから

して，世界中の企業が米国の方式に従って米国

で特許をとっている事実を利用して説明してみ

たい。一言で何をして技術力とは定義し難い

が，iPad が市場に紹介された 2010 年を例にとっ
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研究開発に力を入れ技術力を高めることが企業の競争優位につながるというのが定説であったが，最近はそ

の定説が通用しないように見える。米国特許保有数でみると日本企業の技術力は米国企業のそれと比較して何

一つ劣ることは無く，むしろ優れているようにも見える。GDP に対する研究開発投資額の割合でみると，日

本企業の研究開発に投資する比率のほうが米国企業のそれと比較して遥かに高く，むしろ米国企業は研究開発

投資率を下げてきているようにも見える。それにもかかわらず，過去 20 年近くの経営業績を考えると，一般

的に日本企業は米国企業と比較して劣っている。技術変化・陳腐化が益々加速化していく時代に入り，研究開

発費を多額投資し新技術を自社内に蓄積してきても，その技術をいち早く利用できる組織体制が無い限り，宝

の持ち腐れになってしまう。それが現在の日本企業の問題であるようだ。米国企業は自己技術開発志向から，

技術提携等をフルに利用して世界中に既存する優れた他人技術を誰よりも早く利用する志向へと移行してきて

いるようだ。技術力で米国企業を代表するアップルがその典型である。ソニーとアップルを比較しながら，日

米企業の技術戦略の違いを説明してみたい。驚くことに，最近はアップルですら，世界に誇る高技術力を持つ

が業績がパッとしないソニーと同じような問題を抱え始めているようにも見える。
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て，その年に米国で特許保有数の最も多い企業

20 社を表１で紹介してみよう。

まず最初に気がつくことは，2010 年に米国

特許保有数の多い企業の中に日本の企業が９社

あり，米国が８社，韓国が２社，ドイツが１社

と，世界的に日本の技術力が著しく高いことで

ある。この表には載っていないが，過去のデー

タを見ると，日本企業に関する限り米国特許保

有数では1990年以降，必ず６社から９社はトッ

プ 20 社に入っている。この様なデータを見る

と，確かに日本企業の技術力はどう見ても素晴

らしい。しかし最近，日本企業の市場での業績

があまり良くない。この点に関しては，また後

に触れることにする。

次にソニーとアップルを比較して見よう。

iPad が世界に紹介された 2010 年には，ソニー

が米国特許保有数で８位にランクし，アップル

はトップ 20 社に入るところか，なんと 55 位で

あった。これは米国特許の「数」によるランク

であって「質」に関しては何も言えないが，ソ

ニーの技術力と比べるとアップルはそれほど

あったようには思えない。次に表２を見ていた

だきたい。この表はソニーとアップルの 2000-

2015 年の米国特許保有数のランクの推移を示

している。

企業ごとの米国特許保有数を参考にして，

アップルとソニーの技術力を比較して見よ

う。iPod （2001），iPhone （2007），そして iPad 

（2010）と世界で最も革新的な商品を世に出し

てきたアップルの 21 世紀最初の 10 年間のラン

クは 2003 年の 218 位から 2010 年の 55 位であ

る。６位から 11 位を維持してきたソニーの技

表１　米国特許保有数トップ 20 社（2010）

順位 会社名 国籍 順位 会社名 国籍

1 IBM アメリカ 11 Fujitsu 日本

2 Samsung Electronics 韓国 12 Hewlett-Packard アメリカ

3 Microsoft アメリカ 13 General Electric アメリカ

4 Hitachi 日本 14 LG Electronics 韓国

5 Canon 日本 15 Seiko Epson 日本

6 Panasonic 日本 16 NEC 日本

7 Toshiba 日本 17 Oracle アメリカ

8 Sony 日本 18 Ricoh 日本

9 Siemens ドイツ 19 Cisco Technology アメリカ

10 Intel アメリカ 20 Honeywell International アメリカ

＊ ＊ ＊

55 Apple アメリカ

（出所）Intellectual Property Owners Association, www.ipo.org, 2011.

表２　ソニーとアップルの米国特許保有数ランキング（2000-2015）

2000 2003 2005 2008 2010 2013 2015

Sony 6 位 11 位 11 位 10 位 8 位 4 位 10 位

Apple 187 位 218 位 184 位 106 位 55 位 15 位 12 位

（出所）Intellectual Property Owners Association, www.ipo.org. 2001 から 2016 年のデータをもとに作成。
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術力と比較すると，アップルの技術力は明らか

に遥かに劣っていたと言っても過言ではないの

ではないだろうか。その点，ソニーは技術力を

高く継続して維持してきたのがうかがえる。

同時期，ソニーの世界的にヒットした商品は

PlayStation と Cyber-shot デジタル・カメラで

あるが，世界全体での売り上げまた利益率から

見ると，アップルとは比較にならなかった。

次に，2010 年以降の米国特許保有数を比較

して見たい。ソニーと比較して，明らかにアッ

プルは研究開発投資を増やし，自己技術力を超

高速で蓄えてきているのか分かる。2015 年に

はソニーが 10 位で現状維持，アップルが 12 位

と画期的に飛躍したのを見れば，それがすぐ分

かる。ところが，アップルの 2010 年以降の新

製品開発はあまりパッとしないような気がす

る。2015 年に iWatch が導入されたが，iPod，

iPhone，そして iPad のような成功は収めてい

ない。巷では，iWatch は失敗商品だとの噂も

ある。同様に，ソニーも掴みどころが無い会社

にしか見えない。

アップルは自己技術力にあまり力を入れてい

なかった 21 世紀初頭の 10 年間に，画期的な新

製品を次々と導入し，世界中で売り上げ・利益

を伸ばし，資本額で世界で最大の企業にまで

成長した。しかし自己技術力に本格的に力を

入れるようになった 2010 年以降は，技術力は

あるけれども業績の伸びない，いわゆる現在の

ソニーのようになってしまったようにすら思え

る。ソニーは昔から自己技術力に力を入れ，世

界のトップレベルの技術力を維持してきている

が，世界を風靡していた 1980-90 年代の高技術

の花形企業のイメージは，21 世紀に入ってか

ら薄らいでしまっている。

この話からいったい何が見えるだろうか。勿

論，統計手法などを使って学術的に調査した結

果ではないが，一般人の観察と憶測でものを言

うと，研究開発に多大は投資をして自社内で技

術力を高めても，市場での業績に繋がっていな

いように見えないであろうか。もっと単刀直入

に言えば，少なくとも過去 20 年くらいは，研

究開発に投資をして自己技術力をつけようとす

ればするほど，むしろ市場での業績が悪くなっ

ているように見えないだろうか。

Ⅱ　競争優位の過去と現在

ビジネスの世の中では，良く「競争優位」と

言う言葉が使われる。教科書の上では，研究開

発をして革新的な新製品を作り差別化ができれ

ば競争優位になり，つまり独占力が付き，お金

が儲かるというのが定説である。まさに 1960-

1980 年代の米国企業の技術独占力からくる競

争優位がそれで説明できた。ソニーの 1980-

1990 年代を振り返って見れば，自社内の技術

力を高めれば競争優位につながり利益が上がる

という同じ論理で説明がついたように思える。

確かに 1980-1990 年代は，ソニーばかりでなく

他の日本企業も世界レベルで米国の企業に技術

力で対抗し，米国企業を追い越してしまうだ

ろうと思われていた時代でもあった。当時の

「Harvard Business Review」等を読めば分か

るように，技術力も含めて日本の経営方法は米

国のそれよりも素晴らしいと思われた時代でも

あった。

ところが，暫くして，1995 年以降日本が構

造不況に入りそれ以来経済的に低迷しているの

は承知の通りだ。そういう不景気な時代ですら

日本企業は研究開発に力を入れ続け，世界レベ

ルの技術力を蓄積・維持しているのは前記の表
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１を見ればすぐ分かる。技術力からくる競争力

を維持する術であった筈だ。

国レベルでも同様なことがうかがえる。GDP

に対する研究開発投資額の割合（図１を参照）

で見ると，日本は GDP の 3.4 パーセントほど

を研究開発に投資しており，世界で 2009 年ま

では一番であったのが分かる。米国は 2.6 パー

セントほどで，下がり始めているような傾向に

ある。ここでは追求はしないが，韓国の GDP

に対する研究開発費の増加は著しい。これはま

さにサムスン電子会社効果に代表される。日本

全体で，企業が研究開発に力を入れ技術力をつ

けていくのが競争優位を維持するためのものと

信じられているようだ。ところが米国のデータ

を見ると，国レベルでは相対的に見て，日本企

業と比べると米国企業はそれほど研究開発に力

を入れていないし，低下傾向にあるようにも見

える。それにもかかわらず過去 15 年以上，日

本経済よりも米国経済の方が全体としても，人

口一人当たりにしても GDP の伸び率が高い。

米国が日本よりも競争力があり，競争優位に

立っていることの証だ。何となくアップルとソ

ニー間で起こった競争優位の関係が国レベルで

も起こっているように見える。つまり，競争優

位の基である筈の技術力に投資をすることは市

場での良い業績に結びつくという昔の論理が当

てはまらなくなってきてしまっているような気

がする。

Ⅲ　技術環境の変遷

今までの論理は，技術開発をして革新的な商

品を市場に出すことによって独占的な価値を見

出すという，競争優位の論理である。経済学の

教科書に載っている独占の理論とは異なり，現

実にはその独占力が永久に続くものでもない。

ある企業がその独占力のために利益を沢山上げ

たとする。つまり競争優位を享受している。競

合企業が黙っているわけはない。競合相手は競

争優位を持っている企業の秘訣を必ず模倣し，

それよりも良いものを提供しようと努力する。

その模倣が成功すれば，最初の企業の競争優位

は無くなる。この繰り返しが，まさにシュン

ペーターの言った「創造的破壊」であり，経済

社会を豊にしてきたプロセスである。一昔前

は，技術力の高い新製品が開発されると，それ

を開発した企業は必ず少なくても数年間は，競

争優位を持ち独占利益を享受できた。ところが

最近は，どのように画期的な製品を開発しても

一年もしないうちに模倣されるか，ないしは

ほぼ同時開発されているかは別として，競合

品が出てきてしまう。例えば，1999 年に日本

の NTT DoCoMo が世界で最初の独自のモバイ

ルインターネットを使ったインターネットフォ

ン，i-Mode，を日本市場で発表し，即座に日

本市場のドミナントなインターネットフォン

（つまり今日のスマートフォンの始まり）に成

長したのは良く知られている。アメリカ市場で

図１　主要国 R&D 支出の GDP に対する割合
（2000-2014）

（出所）https://data.oecd.org/rd/gross-domestic-spending-
on-r-d.htm
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はカナダ発の BlackBerry がほぼ同じ時期に発

表されている。また 2007 年にはアップルが独

自の IOS 仕様の iPhone を市場に出すや否や，

翌年 2008 年には見てくれも似ている T-Mobile 

G1 という Google の Android 仕様（オープン

スタンダード）のスマートフォンが市場に紹介

された。同じ年，サムスンエレクトロニクスが

本格的にスマートフォン開発に力を入れ，2009

年には Android 仕様の Galaxy というブランド

で 1 － 2 年の間に世界のスマートフォンの主流

に立ち上がってしまっている。NTT DoCoMo

の日本発，独自の i-Mode 仕様のスマートフォ

ンが米国大市場で立ち上げられる時間がなかっ

た理由が分かるような気がする。

このような技術環境になったのは，次の２点

が主な理由として挙げられる。まず第一に，こ

こ 20 年くらいは一昔と比べ，技術競争が極端

に激しくなっていることである。先進国発の企

業であろうが新興国発の企業であろうが，同じ

ような技術を同時に開発し，また共有している

時代である。現在は技術競争が過激化し技術革

新のライフサイクルが短縮したからこそ，1960

－ 80 年代のように技術を独占的に使用するこ

とによって得られた利益を得られる時間の余裕

が無くなってしまっている。第二に，知的財産

保護法のうえで実質上，（言葉に御幣はあるが）

模倣することが歓迎されているという，あまり

知られていない事実が挙げられる。勿論，この

二つの理由はそれぞれ関連しあっている。次

に，この第二の点に関して説明して見よう。

Ⅳ　知的財産保護法の限界

ここでは特許に関して，あまり知られざる現

実を考えて見よう。国によって，また技術の種

類によって多少違うが，特許とは技術の開発

者・所有者に一般的には 15 年から 21 年間の法

的な独占権を与えるものである。企業が利益に

なる技術を所有しているとすれば，競争相手が

模倣しようとするのが競争原理であることは前

に説明した。現実には独占力のある期間には限

りがあることも前に説明した。そこで技術を

持った企業にとって最も基本的に大切なこと

は，競争相手にとって模倣しづらく，しかも顧

客が重宝してくれるものを提供することによっ

て競争優位を長続きさせることである。そうい

う風に見ると，「非模倣性」という概念が大切

になってくる。

つまり，技術知識の非模倣性を合法化するも

のが特許である。その特許を施行するのに，世

界に二つのシステムがある。現在は米国だけが

認めるアメリカ方式を「First-to-Invent」原

則と言い，アメリカを除くその他の国が認める

方式（世界方式と言おう）を「First-to-File」

原則と言う。米国の「First-to-Invent」原則を

簡単に言えば，技術を開発した人（ないしは企

業）が特許の所有者であるという論理である。

何か当たり前のような感じがするが，自分が最

初に開発したということを証明できれば，他人

が既に特許を所有していても，その特許権の真

の所有者として認められ，多額の賠償金が請求

できるシステムである。裏を返せば，米国では

特許に志願しなくても，真の技術の所有者であ

ることが後日証明できれば，誰が実際に特許権

を所有していようが，真の特許権所有者と返

還・賠償が認められる。米国以外の国（勿論，

日本も含めて）の「First-to-File」原則の下で

は，特許を取りたい場合には必ず特許に出願し

なければならない。勿論，特許に出願しなけれ

ば，特許権は絶対にもらえない。この２つの原
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則には，あまり知られていないが，もう一つ基

本的な違いがある。米国の「First-to-Invent」

原則のもとでは，アメリカ国内で特許出願する

と，非公開原則（Secrecy Requirement）があ

り，特許出願中の出願書は一般に公開されるこ

とは無く，競争相手に模倣されることもなく，

特許出願中の技術は秘密になっている。ところ

が米国を除く世界型の「First-to-File」原則の

もとでは，特許に出願すると，国によって違い

があるが，15 － 18 カ月後に，その特許出願中

の出願書が公開発表されてしまうのである。イ

ンターネットの無かった一昔前は，実際に特許

庁に出向いていき公開発表された特許出願書を

閲覧しなければならなかったが，現在は Web

の上で特許庁にサインアップし，公開された特

許出願書を閲覧もでき PDF ファイルでダウン

ロードすることもできる。

ということは，日本の特許庁にサインアップ

して，まだ特許権を得ていないどの企業の技術

でも公開された特許出願書を閲覧し，それから

「学ぶこと」ができる。現実には特許に出願し

て 18 カ月内に特許権を得られるケースはほと

んどないので（普通は少なくても５－６年はか

かる），企業が特許を法的な所有権として認め

られる前に，競争相手が閲覧し，それから学ぶ

ことが（模倣も含めて）できるわけである。米

国の企業も世界の色々な国々で商売するには世

界中（少なくとも国内市場扱いを受ける北米自

由貿易圏内，つまりカナダとメキシコ）で特許

に出願しなければならないので，米国内で特許

出願中の技術が公開されなくても，「First-to-

File」原則のカナダやメキシコでは，米国の企

業の特許質願書は公開されてしまう。

何を言いたいかというと，現在，特許に出願

すると間違いなく特許出願中の技術知識が漏れ

てしまうのが現実であることだ。語弊はある

が，特許出願中の技術知識をただで学んで下さ

いというのが，現在のシステムである。そうい

う環境の中，前オバマ政権がアメリカの特許

原則を 2013 年３月 18 日付けで，世界共通の

「First-to-File」原則に変えたのも事実だが，

米国の場合，長さ・重さを表記するシステム

を 1975 年にフランスのメトリックシステムに

換えたのだが，未だにマイルとかポンドとかが

普通に使用されている現実を考えると，米国の

特許原則も世界の「First-to-File」原則には本

質的にそうすぐには変更しないのではないのだ

ろうかというのが，私の憶測である。いずれに

せよ，公開された特許出願中の技術をそのまま

模倣することは無いにしても，一度競争相手に

学ばれてしまうと，代替方法・手段，または改

良方が次々に出てくるものである。つまり，現

在の世界の「First-to-File」法則の下では，技

術に独占権を与えると言う本来の特許の意味が

無くなって来ているのが事実だ。世の中として

は，結果として技術の普及は益々加速化するこ

とになる。

ではそのような現実の中で，企業はどうすれ

ば競争優位を得ることができるのであろうか。

米国の企業が，そして最近では経済新興国の中

国の企業が，日本企業のように研究開発に多額

投資をしていないところに答えがありそうだ。

Ⅴ　新・競争優位のパラダイムへの憶測

日本企業は技術力が競争優位（独占力）に繋

がると信じ，過去 30 年以上研究開発に力を入

れ技術力を蓄積し続けている。この日本の企業

モデルは，まさに自己技術革新によって戦後著

しい経済発展を遂げた米国のそれを模倣したも
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のである。前述したように，この企業モデルは

技術の変化が緩やかであった時代はそれでよ

かった。しかし現在のように技術革新が頻繁に

なった時代には，新技術を開発しても即座に使

わないと技術が陳腐化するか，（合法的に）模

倣されるかしてしまうので，技術を即利用でき

る体制を持っていない企業は新技術を開発して

も，まさに「宝の持ち腐れ」になってしまう。

高度の自己技術を開発し続けているソニー，

NEC，富士通，リコー等は，今まさにこの問

題に瀕している。つまり，自己技術開発型の企

業モデルの終焉を告げるものである。

米国の企業はこの変遷を予期していたのかど

うかは分からないが，Fortune 500 の大企業を

見てみると，自社内で技術開発投資も多少はす

るが，実は外部技術の獲得のためにライセンシ

ング，ハイテク新企業の買収，そして公開され

た特許出願中の技術の「学習」等により多くの

資源を投資するという新しい企業モデルに移行

しているのだ。前記の図 1 に示されたように，

米国の GDP に対する研究開発費投資の割り当

てを見れば，その傾向が良く分かる。勿論，経

済新興国（中国）の企業は，この新しい企業モ

デルを最初から採用しているのは実証研究でも

明らかにされている。

ここで最初に話題にしたアップルの技術戦略

に話を戻して見よう。米国特許保有数のランキ

ングから見ても分かるように，アップルは最初

から自己技術に多額の投資をして技術力を付け

たのではなく，他人の最先端の技術をライセン

シング，ハイテク新企業の買収，そして公開さ

れた特許出願中の技術の「学習」をすることに

より，誰よりも一速く有効利用してきたのであ

る。ある情報によると，iPhone の 90％以上の

技術は日本の色々な特殊技術を持った多数の大

中小企業からの借り入れ物であると言われてい

る。ところが最近のアップルを見てみると，技

術開発への投資が急激に増え，表２にあるよう

に米国特許保有数のランキングが 2015 年には

12 位まで急激に上がり 10 位のソニーにほぼ匹

敵している。ここ最近 5-6 年のアップルの業績

が悪いことを考えると，ひょっとしたらソニー

と同じように，自己技術に投資しすぎて多数の

技術を所有しているものの，それを利用できる

体制が崩れてきているのではないだろうか。

もし私の憶測が正しいとしたら，新らしい競

争優位のパラダイムが想像できるのではなかろ

うか。つまり，技術投資に頼った自己技術開発

型の競争優位を狙うよりも，迅速な技術利用

（自己，他者の技術を問わず）のできる企業体

制を構築するほうが大切な時代になったのであ

る。是非日本の企業の経営者に知ってもらいた

い話である。
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